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Abstract

 　It is a critical issue to promote measures against disaster risk while considering a 
combination of self-help, community cooperation and governmental assistance. However, 
when local stakeholders have different recognitions about the implementing bodies of 
specific countermeasures, they may fall into a situation that nobody take the initiative 
on them. To fill in the recognition gaps between local stakeholders, this paper proposes 
an indicator to quantify a degree of non-existence of the implementing bodies. In 
addition, focusing on residents, public officers and self-support disaster reduction 
members in the context of flood risk management in Kumamoto City, Japan, the paper 
clarifies measures that all of the stakeholders are likely to rely on the others to 
undertake against floods.
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吉田・柿本・藤見：水害対策の実施主体の空白化指標の提案

１． はじめに
　災害による人的・経済的被害を軽減するため，
多くの地域で減災に向けた様々な取り組みが行わ
れている。住民や企業が自ら行う取り組みは「自
助」，地域コミュニティや企業同士が連携して行
う取り組みは「共助」，自治体等，公の組織が主体
となって行う取り組みは「公助」と呼ばれ，地域
全体の防災・減災力の向上を図るため，各主体が
強みを活かして活動を展開することが期待され
る。
　減災対策には各主体が単独で実施するものもあ
るが，その多くは連携，協働を必要とする。例え
ば，家屋の耐震化対策は，家屋が私有資産である
ことから，各住民による自発的な取り組み，すな
わち「自助」として位置づけられることが多い。
しかし，その対策を促すため，町内自治会と住宅
メーカーが連携して耐震化対策の説明会を開いた
り，耐震診断や耐震改修の実施に対して自治体が
補助金を出したりするなど，「共助」，「公助」とし
ての取り組みも必要となる。また，ハザードマッ
プ作成は，自治体が主導して行うことが多い。し
かし，避難経路や避難場所を決める際には，ワー
クショップ等を実施して住民間で地域課題を共有
し，住民は各自，避難場所や避難経路を事前に確
認しておくことが望ましい。このように，地域の
減災力を向上させるためには，それぞれの主体の
長所を活かし，また短所を補完しながら，協働・
連携を図っていくことが望まれる。
　一方で，「自助」，「共助」，「公助」が強調される
あまり，各主体の取り組みが独立して行われるか
のような誤解が生じている場合がある。また，
種々の対策・対応の実施主体に関して，地域関係
者間で認識のずれが生じている場合もある。特
に，後者については，一方の主体が連携を必要と
認識しているのに対し，もう一方の主体がその必
要性を認識していない場合（「一方的な連携意識」）
や，全ての主体が他者に依存し，対策を主導的に
実施する主体が存在しない場合（「実施主体の空白
化」）を発生させる。このような場合には，地域関
係者がコミュニケーションを図り，地域の実情に
あった減災対策・対応を模索する必要がある。

本稿では，このような問題意識から，「一方的な連
携意識」や「実施主体の空白化」が生じている状
況を定量的に評価する指標の提案を行う。さら
に，熊本市の水害対策・対応に焦点を当て，住民，
自主防災組織メンバー，行政職員にアンケート調
査を実施し，提案した指標を用いて，上記の課題
が顕著な対策・対応項目を明らかにする。こうし
た指標を導入することにより，地域関係者間のリ
スクコミュニケーションを促進し，適切な連携・
協働体制の構築を支援することが可能となる。
　以下，２．では，既往研究について概説すると
共に，本研究の基本的枠組みについて述べる。３．
では，熊本市の住民，自主防災組織メンバー，行
政職員に対して実施したアンケート調査の概要を
述べる。４．では，「一方的な連携意識」と「実施
主体の空白化」の程度を評価する指標の提案を行
う。５．では，アンケート調査結果を用いて，そ
の指標値を導出し，熊本市の地域関係者間のリス
クコミュニケーションを促進するための政策的示
唆を得ることを試みる。最後に，６．にて本研究
で得られた知見をまとめ，今後の課題について述
べる。

２． 本研究の基本的枠組み
２．１　「自助」，「共助」，「公助」概念
　「自助」，「共助」，「公助」，さらにそれらの連携
と協働については，１９９５年の阪神淡路大震災以
降，特に盛んにその重要性が指摘されてきた。平
成１７年度の防災白書１）においては，災害に対する
「備え」の重要性を強調すると共に，自助・共助及
び公助の観点からそれぞれの領域で行うべき活動
が具体的にまとめられている。また，東日本大震
災後に刊行された平成２３年度の防災白書２）におい
ても，今後の防災対策に向けて，行政による災害
対応力の向上，地域・住民・企業等による十分な
災害への備え，防災意識向上のための国民運動の
推進等，自助・共助・公助の総合的な防災力の向
上を図る必要性が指摘されている。住民や地域コ
ミュニティ，企業，行政など，地域減災関係者が
それぞれの特徴を活かしながら，また有機的に連
携を図りながら，地域の減災力を総合的に向上さ
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せる取り組みを実施することが求められている。
　「自助」，「共助」，「公助」概念については，防
災・減災に向けた取り組みに限らず，自治の基礎
概念として広く用いられている。さらに，欧州圏
で は，自 助・共 助・公 助 に 加 え て，補 完 性
（subsidiarity）の原理と呼ばれる自治原則が浸透し
ている。補完性の原則について，一般には，決定
や自治などはできる限り小さい単位で行い，でき
ないことのみをより大きな単位の組織や集団で補
完していく原則を指す。その多義性が問題視され
る場合も多いが，欧州圏では，決定はできる限り
市民に身近なところで行う，という近接性
（proximity）の原理と合わせて理解される場合が多
い３，４）。日本においては，地方分権５）や道州制６）の
根拠とされる場合がある.また，日本の災害対応
の文脈においても，国に災害対応の責任があるこ
とを認めながら，災害対応の執行は市町村，ある
いは都道府県に置いており，補完性の原理が適用
されている７）とされる。
　図１は本稿における「自助」「共助」「公助」概
念を図示したものである。地域住民だけが実施可
能な対策もあれば，行政だけが対応可能な対策も
ある。そのため，「共助」が「自助」を包含し，
「公助」が「共助」を包含するという立場はとって
いない。また，各主体が協働・連携することに
よって，その対策が実質的となる場合も多い。そ
のため，自助，共助，公助の重複領域が存在する
ことも強調しておきたい。なお，阪神淡路大震災
時の救助実績８）等の経験から災害対応期における

「自助」，「共助」の重要性が強調されることは多い
が，１．で述べた通り，事前の備えの段階におい
ても「自助」，「共助」は重要である。本稿では，
このような考えに立脚し，種々の対策・対応にお
ける地域関係者の自助，共助，公助意識及び連
携・協働意識を明らかにする。なお，本稿では，
地域関係者として，一般住民，自主防災組織メン
バー，行政職員を取り上げ，それぞれ自助，共
助，公助を担う主体として位置づけている.共助
を担う主体としては，地域の区長やNPO，企業
従事者など，他にも多くの地域関係者が想定され
るが，地域全体の減災力の向上に資する取り組み
が期待されている自主防災組織に着目し，そのメ
ンバーの意識を明らかにする。

２．２　災害対策及び対応における連携と協働
　「自助」，「共助」，「公助」の連携・協働の重要性
については幾つかの既往文献において指摘されて
いる。例えば，平成１７年度の防災白書１）では，住
宅・建築物の耐震化，ハザードマップを通じた災
害リスクの認識の向上，津波避難意識の向上，防
災教育・防災訓練を通じた災害時の行動の習得，
防災ボランティアと防災まちづくり，経済被害の
軽減に向けた企業防災における，自助・共助及び
公助で対応すべき行動が具体的に示されている。
また，大本ら９）は，平成１８年に氾濫した川内川流
域を対象に住民の避難行動と情報の入手手段につ
いて分析し，自宅の浸水の目撃やインターネット
による情報の取得行動を「自助」，消防団による呼
びかけや電話，また隣人の知らせによる情報の入
手を「共助」，防止行政無線や広報車，地区内無線
やサイレンによる情報の取得を「公助」と位置づ
け，各情報の取得手段が実際の避難行動に及ぼし
た影響について分析している。災害復興の文脈に
おいては，青田・室崎１０）が，兵庫県が阪神淡路大
震災後の１０年の取り組みをまとめた「－阪神・淡
路大震災－復興１０年総括検証・提言報告」をもと
に，分野横断的な１２の基調提言に対して，「自助」・
「共助」・「公助」と，その連携・協働が果たした役
割をまとめている。その中で，ハード整備や制度
の構築を主とする公のアプローチと一人ひとりへ
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の対応，ソフトの整備を主とする民のアプローチ
を統合した公民連携の枠組みを提示している。さ
らに，災害対策・対応の文脈ではないが，恩 
田１１，１２）は，地域づくりにおける公共社会学の文脈
から，社会の領域を「私（経済，市場）」・「共（社
会，市民組織）」・「公（政治，国家）」に分類した
上で，それぞれの領域が自由と効率・連帯と共生・
平等と正義の価値を実現するセクターとして分化
していることを指摘している。このように，各主
体，各領域は固有の特徴をもち，それは代替可能
ではない。地域減災力の向上を図るためには，そ
れぞれの特徴を鑑みながら，地域関係者の有機的
な連携が必要となる。
　一方で，地域関係者の連携・協働意識が双方向
で形成されているかは明らかではない。すなわ
ち，一方の主体が連携・協働意識をもっていたと
しても，もう一方の主体がそうした意識をもって
いなければ，有機的な連携・協働活動が展開され
るとは言い難い。特に，連携を必要とされている
主体が，連携を必要としている主体に依存してい
る場合はなおさらである。本稿では，この課題を
「一方的な連携意識」と呼んでいる。図２に住民と
行政職員を対象にした「自助」，「共助」，「公助」
概念に基づく「一方的な連携意識」の概略図を示
す。連携の必要性を認識している主体は，自身だ
けでは当該対策・対応が困難であることを認識し

ているに対し，連携を必要とされている主体は，
その主体だけで対応が可能であると認識している
状態である。このとき，関係者間のコミュニケー
ションがなければ，実質的な連携・協働体制を構
築することは難しい。本研究では，こうした問題
意識から，種々の対策・対応における「一方的な
連携意識」の程度を評価する指標（「一方的な連携
意識」指標）を提案する。

２．３　災害対策・対応の実施主体の空白化
　地域関係者間の連携・協働意識の課題について
は前節で指摘した通りであるが，災害対策・対応
の実施主体に関する地域関係者間の認識のずれ
は，対策を主導する主体が存在しないような状況
も発生させうる。地域関係者間の認識のずれにつ
いて，筆者らが知る限り，直接的に分析した研究
は存在しないが，例えば，山田・柄谷１３）は，住民
に対するアンケート調査の中で，共助（日頃から
近所づきあいを深めるべき，消防団組織活動に参
加すべき，自主防災活動に参加すべき，自治会活
動に参加すべき），公助（市街化区域（土地利用）を
見直すべき，被災者の生活再建支援体制を検討す
るべき，情報伝達の体制を整備すべき，地域の洪
水に対する危険度を公表すべき，河川整備や治水
事業を推進すべき）による対策への意向について，
住民のリスクの受容度と関連があることを示して
いる。特に，水害リスクを受容している住民は公
助への依存が比較的低いことを示している。この
結果は，住民の特性によって，当該対策への当事
者意識と他主体への依存性が異なることを示唆し
ている。仮に，全ての主体が他者に依存した意識
を形成しているとき，その対策・対応を主導的に
実施する主体は存在しない。本稿では，この課題
を「実施主体の空白化」と呼んでいる。図３に
「自助」，「共助」，「公助」概念に基づく「実施主体
の空白化」の概略図を示す。こうした事態を避け
るためには，地域関係者間のコミュニケーション
を通じて，当該対策・対応の実施主体や役割分担
を明確にし，それを共有しておくことが望まし
い。本研究では，このような観点から，実施主体
の空白化の程度を定量的に評価するための指標
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図２ （行政職員から住民への）一方的な連携意
識

 注）灰色部分は住民及び行政職員の実施
主体に関する認識を表す．

 略語）行職：行政職員
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（「実施主体の空白化」指標）を提案する。このよ
うな指標を用いることにより，実施主体の空白化
が顕著な対策・対応項目を見つけ出すことが容易
となり，地域関係者間のコミュニケーションを促
すことが可能となる。

３． アンケート調査の実施概要
３．１　熊本市の災害の特徴
　本研究では，熊本市の水害対策を対象として分
析を行う。熊本市には，一級河川である白川，二
級河川である坪井川をはじめとする，河川並びに
用水路・排水路等が多く流れており，過去，昭和
２８年，昭和３２年，平成２年，平成２４年に水害が発
生している水害多発地域である。特に，「平成２４年
７月九州北部豪雨」では，平成２４年７月１２日未明
から朝にかけて，熊本県熊本地方・阿蘇地方・大
分県西部において，時間雨量１００mm程度の猛烈
な雨が数時間継続し，この大雨の最大２４時間降水
量は，統計期間が１０年以上ある８つの観測地点で
観測史上１位の値を更新する事態となった。これ
は，対馬海峡に南下した梅雨前線に，東シナ海上
から暖かく湿った空気が断続的に流入し，九州北
部地方に発達した雨雲が線状に連なり次々と流れ
込んだことが大きな理由である１４）。この大雨は，
結果として，河川氾濫や土石流をもたららし，福
岡県，熊本県，大分県で，死者・行方不明者３２名
の他，九州全域で住宅被害（全壊３６３棟；半壊
１，５００ 棟；一部損壊３１３棟；床上浸水３，０５４棟；床
下浸水７，６３３棟）を発生させた。また，道路損壊，
農業被害，停電被害，交通障害等，その被害は多

岐にわたった１５）。他にも，台風や地震，土砂災害
等の自然災害リスクにさらされている熊本市であ
るが，水害リスクに対する住民の意識が他の自然
災害リスクと比較して高いことから，本研究では
水害対策に焦点を絞り，アンケート調査を実施す
る。

３．２　アンケート調査概要
　本研究では，熊本市の住民，自主防災組織メン
バー，行政職員にアンケート調査を実施した。ア
ンケート調査の実施概要を表１に示す。 熊本市
民を対象としたアンケート調査では，熊本市が実
施している２０００人市民アンケートの調査の機会を
利用し，１４０２名の調査用紙を回収した。自主防災
組織のアンケート調査では，２０１２年１１月１３日に開
催された自主防災組織メンバーを対象にした防災
講演会の出席者に対してアンケート調査を実施
し，１６８名の調査用紙を回収した。行政職員を対
象にしたアンケート調査では，調査時点において
熊本市役所危機管理防災総室に勤務している職員
に対してアンケート調査を実施した。さらに，過
去，危機管理防災総室に勤務していた職員に対し
てもアンケート調査を実施し，行政職員のアン
ケート調査として総計３８名の調査結果を得た。な
お，各主体の認識に関する時間的不整合を極力排
除するため，これらの調査は，２０１２年の１１月から
１２月の間に集中して実施した。
　調査対象とした対策・対応項目については，災
害サイクルを事前，注意報・警報発令時，災害発
生時の対応に分類した上で，それぞれ５つ，あわ
せて１５項目を設定した。また，各項目に対し，「自
助」により対応，「共助」により対応，「公助」に
より対応，及びその組み合わせの全七つの選択肢
から一つを選択する形で回答を得た。表２にアン
ケート調査の項目，回答選択肢，回答結果をまと
めたものを示す。事前対応において，e．飲料水
や食料品への備えについては，全体傾向として，
自助を含む対応の選択傾向が見られる。一方，そ
の他の対策・対応項目については共助，公助を含
む対応の選択傾向が見られる。注意報・警報発令
時の対応について，h．地域住民への状況の連

３５１

図３ 実施主体の空白化
 注）灰色部分は各主体の実施主体に関す

る認識を表す。
 略語）自防組：自主防災組織メンバー，

行職：行政職員
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絡，i．災害時要援護者への連絡や避難の呼びか
けについては，共助を含む対応の選択傾向がある
が，f．近隣の河川の水位情報の把握，j．土のう
等浸水対策の手配・実施については，公助を含む

対応の選択傾向が見られる。最後に，災害発生時
の対応について，k．近隣の河川周辺の水害状況
の把握・情報発信について，公助を含む対応の選
択傾向があり，n．災害時要援護者の避難状況の

３５２ 

表１　アンケート調査の実施概要

行政職員自主防災組織メンバー住民アンケート概要

熊本市役所の防災担当者熊本市内の自主防災組織参加者熊本市２０００人市民委員会のメン
バー対象者

熊本市役所危機管理防災総室の職員
２０１２年１１月１３日に実施された防災
講演会に参加した自主防災組織メ
ンバー

１８歳以上の市民の中から無作為抽出抽出方法

調査票を市役所職員に渡し、後日
回収講演会の休憩時間に記入熊本市第四回２０００人市民アンケー

トの機会を利用調査方法

２０１２年１１月２０日～１２月１３日２０１２年１１月１３日の防災講演会中２０１２年１１月～１２月調査日時
３８人分のデータを回収１６８人分のデータを回収１４０３人分のデータを回収回収状況

表２ 事前，注意報・警報発令時，災害発生時の対応別の住民，自主防災組織メンバー，行政職員の自助，共
助，公助意識

７．自共公６．自公５．共公４．自共３．公２．共１．自

１９.７/２７.６/２６.３３.１/４.９/０３１.０/１０.６/３４.２５.９/１６.３/１８.４２６.９/１８.７/５.３９.１/９.８/１３.２４.２/１２.２/２.６地域の実情にあった地域
ハザードマップの作成a

事
前
対
応

１９.７/１８.７/２１.１４.２/７.５/０３０.３/１１.２/１８.４１１.９/２４.６/４２.１１４.３/１０.４/２.６１５.３/１０.４/１０.５４.３/１７.２/５.３地域の実情にあった避
難場所・経路の設定b

２１.８/２２.９/２０.０４.２/３.４/０２２.８/１２.７/１４.３１２.８/２４.６/４５.７１４.５/１１.０/０１８.５/１４.４/２０.０５.３/１１.０/０水害時の緊急連絡網の
作成C

２８.０/２８.６/５７.９４.３/９.０/０２８.７/１４.３/２６.３８.２/２１.１/１０.５１７.７/９/２.６１１.０/１１.３/２.６２.１/６.８/０避難訓練や防災教育の
実施d

２７.３/２６.６/４７.４１１.３/９.７/３６.８３.５/９.７/０８.３/１５.３/２.６６.５/１９.４/０２.１/７.３/０４１.１/１２.１/１３.２飲料水や食料品の備えe

１９.２/１９.７/４４.７４.９/６.３/７.９２３.９/１８.９/５.３６.０/１１.０/７.９３２.６/２４.４/２６.３５.１/９.４/２.６８.４/１０.２/５.３近隣の河川の水位情報
の把握f注

意
報
・
警
報
発
令
時
の
対
応

２６.２/１９.２/４４.７８.４/９.２/１８.４１２.５/１１.５/０１４.０/２０.０/１８.４１０.２/１８.５/０８.７/１２.３/０１９.９/９.２/１８.４自宅待機か避難所へ避
難するかの判断g

２４.８/１８.５/３６.８２.７/５.９/０２９.４/１９.３/４４.７１３.１/２８.１/１０.５１１.１/８.９/０１７.２/１１.９/７.９１.７/７.４/０地域住民への状況の連
絡や避難の呼びかけh

３４.３/１５.４/１８.４２.７/８.５/０２５.６/１６.９/５７.９１２.３/３０.８/１５.８８.８/３.８/０１４.８/１６.９/７.９１.５/７.７/０災害時要援護者への連
絡や避難の呼びかけi

３０.９/２６.８/３１.６３.０/８.１/２.６３２.１/１８.７/３１.６５.６/１２.２/５.３２２.６/２４.４/２８.９５.２/７.３/００.７/２.４/０土のう等浸水対策の手
配・実施j

２４.９/２７.４/２８.９３.１/７.３/０２７.３/１６.１/３６.８３.５/１２.９/０３４.２/２４.２/３１.６４.７/６.５/２.６２.４/５.６/０近隣の河川周辺の水害
状況の把握・情報発信k

災
害
発
生
時
の
対
応

２３.３/２０.６/１８.４３.２/４.８/２.６３３.６/１１.９/５７.９１０.４/２８.６/１０.５１４.８/１１.９/５.３１３.１/１４.３/５.３１.'６/７.９/０地域住民の避難状況の
把握l

２４.８/１９.４/３９.５３.８/３.９/０３０.１/１４/３４.２１５.６/２７.１/１５.８８.８/３.１/５.３１６/２０.２/５.３０.９/１２.４/０地域住民の避難誘導m

２８.９/２１.６/２１.１４.５/１.６/０３３.６/１５.２/６０.５８.６/２４/７.９１２.３/５.６/５.３１１.１/１７.６/５.３１/１４.４/０災害時要援護者の避難
状況の把握n

３７.２/３６.３/３６.８３.９/３.２/２.６２９.９/１１.３/５２.６７.６/２０.２/５.３１１.３/６.５/２.６８.６/１０.５/００.４/１２.１/０災害時要援護者の避難
誘導や避難支援o

注）枠内の数字は，住の回答割合（％）／自主防災組織メンバーの回答割合（％）／行政職員の回答割合（％），を表す。
略語）自：自助により対応，共：共助により対応，公：公助により対応，自共：自助と共助により対応，自公：自助と公助に
より対応，自共公：自助と共助と公助により対応
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把握，o．災害時要援護者の避難誘導や避難支援
については，共助や公助を含む対応の選択傾向が
見られる。
　一方で，この集計表からも明らかなように，住
民，自主防災組織メンバー，行政職員の間には，
その実施主体に関して認識のずれが少なからずあ
ることも確認されたい。本研究では，この認識の
ずれから生じる「一方的な連携意識」と「実施主
体の空白化」の課題に着目する。これらの課題が
顕著な場合には，地域関係者間でコミュニケー
ションを図り，地域の実情にあった対策・対応策
を構築する必要がある。以下では，これらの課題
を定量的に評価する指標を提案すると同時に，熊
本市の水害対策・対応において，これらの課題が
顕著な対策・対応項目を明らかにする。 なお，住
民へのアンケート調査においては，上記の質問に
加えて，性別，年齢区分，住居形態，避難場所の
知識の有無，防災マニュアルの保管状況や読了経
験等に関する調査を実施した。また，自主防災組
織メンバーに対するアンケート調査では，防災訓
練の実施回数や防災意識啓発活動，災害時要援護
者の把握状況とその支援体制等についても調査を
実施した。本稿では，紙面の都合上，これらの調
査結果を示さないが，これらの調査項目が対策の
実施主体の認識のずれに及ぼす影響ついては別途
報告したい。

４． 各種指標の定式化
４．１　実施主体の認識のずれ指標の定式化
　以下では，アンケート調査結果を用いて住民，
自主防災組織メンバー，行政職員の間の認識のず
れを定量的に評価する指標の定式化を行う。
　主体S( ∈ {R:住民，C:自主防災組織メンバー，
P:行政職員} ≡S)へのアンケート調査の中で，対
策・対応項目X(∈ {a,b,c,d,e,f,g,h,i,j,k,l,m,n,o} ≡X)
の回答選択肢Y(∈ {１：自助により対応，２：共助
により対応，３：公助により対応，４：自助と共助
により対応，５：共助と公助により対応，６：自助
と公助により対応，７：自助と共助と公助により対
応})を選択した主体Sの割合を と表す。ま
た，主体Sが主体S’を対策Xの実施主体とし認識

している度合いを と表す。このとき， 
を

  （１a）

  （１b）

  （１c）

のように定義する 。
また，主体Sが形成している対策Xの実施主体の
認識ベクトル のように
定義する。
　式（１）について，住民へのアンケート調査に
着目するとき，「自助により対応」，「自助と共助に
より対応」，「自助と公助により対応」，「自助と共
助と公助により対応」と住民が回答した場合の住
民の自助対応意識は同一であり，「対策Xの実施主
体は住民である」という認識を住民は形成してい
ることを仮定している。同様に，「共助により対
応」，「自助と共助により対応」，「共助と公助によ
り対応」，「自助と共助と公助により対応」と住民
が回答した場合の住民の共助対応意識は同一であ
り，「対策Xの実施主体は地域コミュニティであ
る」という認識を住民が形成していることを仮定
している。なお，２．で述べた通り，共助の実施
主体として，地域の全体的な減災力の向上に向け
た取り組みが期待される自主防災組織メンバーを
想定している。また，公助対応意識についても，
「公助により対応」，「共助と公助により対応」，「自
助と公助により対応」，「自助と共助と公助により
対応」と回答した場合の住民の公助対応意識は同
一であり，「対策Xの実施主体は行政である」と
いう認識を住民が形成していることを仮定してい
る。さらに，自主防災組織メンバー及び行政職員
へのアンケート調査においても同様の仮定をおい
ている。このように導出された主体Sの対策・対
応の実施主体に関する認識ベクトル は，回答
選択肢を自助による対応，共助による対応，公助
による対応を(１,０,０)，(０,１,０)，(０,０,１)にそれぞれ
分解した上で，その回答割合をベクトル和で表し

３５３
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たものに他ならない。また， は，主
体Sの対策Xに対する当事者意識と解釈すること
が出来る。
　このとき，主体Sと主体 の間の，対策X
の実施主体の認識のずれ を

  （２）

のように定義する 。
 は主体SとS’の認識ベクトル間の（ユーク
リッド）距離を，その最大値 で除した値とし
て定式化する。
　また，地域全体の対策Xの実施主体の認識のず
れ指標GXを

  （３）

のように定義する 。なお，式（３）
内の「×」はベクトル積を表す。GXは三主体の認
識ベクトルで形成される面積を，その最大値
 で除した値として定式化する。

４．２　「一方的な連携意識」指標の定式化
　以下では，「一方的な連携意識」指標の定式化を
行う。主体Sに対するアンケート調査結果を用い
て，主体Sの対策Xに関する主体 との連
携意識 を

  （４a）

  （４b）

  （４c）

  （４d）

  （４e）

  （４f）

として定義する 。

ここで導出される値は，主体Sの回答結果から，
主体Sと別のある主体 を含む形で，対策
に取り組むべきと回答している割合を表す。な
お，この指標値は，一方の主体からもう一方の主
体への連携意識を表したものであり，双方向の連
携意識を表したものではない。仮に，一方の主体
の連携意識が高くても，もう一方の主体の連携意
識が低い場合，その主体は，自身が連携相手とし
て必要とされていることを認識していない状況に
ある。さらに，連携意識の低い主体がその相手に
依存している場合，連携を必要としている主体の
取り組みが機能しない場合もある。こうした「一
方的な連携意識」の程度を評価するため，その評
価指標 を

  （５a）

  （５b）

  （５c）

  （５d）

  （５e）

  （５g）

のように定義する。なお， については，

 

を表す。主体SからS'への「一方的な連携意識」が
顕著なほど の値は高くなる。

４．３　「実施主体の空白化」指標の定式化
　以下では，「実施主体の空白化」指標の定式化を
行う。「実施主体の空白化」指標JXは，４．１で定式
化した主体Sの当事者意識IX SS'を用いて

  （６）

３５４ 
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のように定義する。JXの値が高いほど，対策Xに
関して当事者意識の高い主体が存在していない状
況にあることを示す。
　最後に，全ての対策項目に関する「実施主体の
空白化」を評価する指標 JX（以下，総空白化指標）
を

  （７）

のように定義する。なお，#Xは集合Xの要素数
を表す。本指標は，対策・対応項目群Xに関する
地域関係者の他主体への依存度を評価する指標で
ある。この値が高いほど，対策項目群Xが全体と
して実施されにくい状況にあることを示す。

５． 各種指標を用いた地域関係者の水害・
対策対応意識

５．１　水害対策・対応の実施主体に関する認識構造
　以下では，前章で定式化した各種指標を用い
て，掲げた１５項目の実施主体に関する，熊本市の
地域減災関係者の認識の構造を明らかにする。各
指標値を表３に示す。なお，総空白化指標値とし
てJX＝０．１４５が導出される。
　事前対応において，a．地域の実情にあったハ
ザードマップの作成では，実施主体の空白化の指
標値が相対的に高くなっている。次に，b．地域
の実情にあった避難場所・経路の選定に関して，
自主防災組織メンバーから住民に対する一方的な
連携意識の指標値が相対的に高くなっている。ま
た，実施主体の空白化の指標値も相対的に高い。

３５５

表３　熊本市のアンケート調査結果に基づく各指標の評価値
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onmlkjihgfedcba
災
害
時
要
援
護
者
の
避
難
誘
導
や
避
難
支
援

災
害
時
要
援
護
者
の
避
難
状
況
の
把
握

地
域
住
民
の
避
難
誘
導

地
域
住
民
の
避
難
状
況
の
把
握

近
隣
の
河
川
周
辺
の
被
害
状
況
の
把
握
・
情
報
発
信

土
の
う
等
浸
水
対
策
の
手
配
・
実
施

災
害
時
要
援
護
者
へ
の
連
絡
や
避
難
の
呼
び
掛
け

地
域
住
民
へ
の
状
況
の
連
絡
や
避
難
の
呼
び
掛
け

自
宅
待
機
か
避
難
所
へ
避
難
す
る
か
の
判
断

近
隣
の
河
川
の
水
位
情
報
の
把
握

飲
料
水
や
食
料
品
等
の
蓄
え

避
難
教
育
や
防
災
教
育
の
実
施

水
害
時
の
緊
急
連
絡
網
の
作
成

地
域
の
実
情
に
あ
っ
た
避
難
場
所
・
経
路
の
選
定

地
域
の
実
情
に
あ
っ
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成

０.５００.４３０.４５０.３９０.３４０.４００.５１０.４２０.６９０.３８０.８８０.４３０.４４０.４００.３３IX RR
住民の実施主体認識ベクトル ０.８４０.８２０.８７０.８００.６００.７３０.８７０.８４０.６２０.５４０.４１０.７６０.７６０.７７０.６６IX RC

０.８３０.７９０.６７０.７５０.９００.８７０.７１０.６８０.５７０.８１０.４９０.７９０.６３０.６８０.８１IX RP
０.７２０.６２０.６３０.６２０.５３０.５００.６２０.６００.５８０.４７０.６４０.６５０.６２０.６８０.６１IX CR

自防の実施主体認識ベクトル ０.７８０.７８０.８１０.７５０.６３０.６５０.８００.７８０.６３０.５９０.５９０.７５０.７５０.６５０.６４IX CC
０.５７０.４４０.４００.４９０.７５０.７８０.４５０.５３０.５８０.６９０.６５０.６１０.５０.４８０.６２IX CP
０.４５０.２９０.５５０.３２０.２９０.３９０.３４０.４７１０.６６１０.６８０.６６０.６８ ０.４７IX PR

行職の実施主体認識ベクトル ０.９５０.９５０.９５０.９２０.６８０.６８１１０.６３０.６１０.５００.９７１０.９２０.９２IX PC
０.９５０.８７０.７９０.８４０.９７０.９５０.７６０.８２０.６３０.８４０.８４０.８７０.３４０.４２ ０.６６IX PP
０.２００.２３０.１９０.２０.１４０.０９０.１７０.１４０.０６０.０９０.２００.１７０.１３０.２１０.２０GX RC住民－自防認識ずれ
０.０９０.１２０.１００.１００.０７０.０５０.１２０.１２０.１８０.１６０.２２０.２００.２５０.２４０.０２GX RP住民－行職認識ずれ
０.２８０.３２０.２４０.２８０.１９０.１１０.２７０.２２０.２５０.１４０.２４０.２００.１７０.１６０.１８G X CR自防－行職認識ずれ
０.０２０.０３０.０３０.０２０.０１０.０１０.０３０.０３０.０１０.０２０.０７０.０５０.０４０.０６ ０.０５GX全体の認識のずれ
－０.１２－０.１１－０.０９－０.１１－０.０８－０.０３０.０２－０.０８０.０３－０.０８－０.０９－０.１０－０.１２－０.１４－０.１５Ω X RC住民→自防一方連携

００００００００－０.２３－０.１２－０.２５０００.０４－０.０３Ω X RP住民→行職一方連携
０.１００.１００.１００.１４０.０７０.０４－０.０３０.１２－０.０３０.０５０.０４０.１２０.１５０.１３０.１３Ω X CR自防→住民一方連携
０-０.１５－０.１５－０.１５－０.０８０－０.１９－０.１９０－０.０５０－０.１０.０５－０.１－０.１７Ω X CP自防→行職一方連携

－０.０５－０.１２０.１０－０.０９０.０６０.０４－０.１３０.１００.１７０.３１０.１７０.２１－０.０９－０.０６０.１０Ω X PR行職→住民一方連携
０.１６０.１６０.１１０.２３０.２３０.２１０.１３０.２００.１６０.１７０.１５０.１９－０.０４０.１００.２０Ω X PC行職→自防一方連携
０.０５０.１３０.１９０.１６０.０３０.０５０.２００.１８０.３１０.１６０.１２０.１３０.２５０.３５０.３４JX実施主体の空白化

注）灰色部分は，全ての対策・対応項目の中で指標値が相対的に高い三つの項目を表す。ただし，住民から行政職員及び自主防災組織メンバーから
行政職員への一方的な連携意識については，指標値が重複したことから上位一つのみ塗色を行っている。
略語）自防：自主防災組織メンバー，行職：行政職員，一方連携：一方的な連携意識



吉田・柿本・藤見：水害対策の実施主体の空白化指標の提案

c．水害時の緊急連絡網の作成については，全て
の主体が共助で対応すべき，と認識している割合
が高いが，自主防災組織メンバーから住民に対す
る一方的な連携意識も指標値も高くなっている。
d．避難訓練や防災教育の実施に関しては，行政
から住民に対する一方的な連携意識の指標値が高
くなっている。最後に，e．飲料水や食料品等の
蓄えについては，住民，行政職員共に自助で対応
すべきという認識を形成している。また，行政職
員の公助意識は高いが，住民の公助意識はそこま
で高くない。熊本市は水や食料品を緊急時に備え
て倉庫等で管理しているが，住民はそのことを必
ずしも認識していないことが示唆される。
　次に，注意報・警報発令時の対応において，f．
近隣の河川の水位情報の把握に関しては，全ての
主体が行政で対応すべき，という認識をもってい
るが，行政職員から住民への一方的な連携意識の
指標値が相対的に高くなっている。g．自宅待機
か避難所へ避難するのかの判断については，実施
主体の空白化の指標値が相対的に高くなってい
る。全ての行政職員が自助による対応を含む回答
を選択しているのに対し，住民の認識にはばらつ
きがある。h．地域住民への状況の連絡や避難の
呼び掛け，及びi．災害時要援護者への連絡や避
難の呼び掛けについては，共助で対応すべき，を
含む回答の選択割合が全ての主体において高い。
j．土のう等の浸水対策の手配・実施については，
全ての主体が行政によって対応すべき，と認識し
ており，主体間の認識のずれも小さい。
　最後に，災害発生時の対応に関して，k．近隣
の河川周辺の水害情報の把握・情報発信について
は，行政職員から自主防災組織メンバーへの一方
的な連携意識の指標値が高くなっている。また，
l．地域住民の避難状況の把握についても，行政
職員から自主防災組織メンバーへの一方的な連携
意識の指標値が相対的に高い。さらに、自主防災
組織メンバーから住民への一方的な連携意識の指
標値も高くなっている。次に，m．地域住民の避
難誘導については，全ての主体が共助によって対
応すべきという認識を強く形成している。n．災
害時要援護者の避難状況の把握，及びo．災害時

要援護者の避難誘導や避難支援についても，全て
の主体が概ね共助によって対応すべきという認識
を形成している。さらに，行政職員の公助意識も
高く，自主防災組織と行政の間のさらなる連携・
協働が求められる。

５．２　熊本市における水害リスクコミュニケー 
 ションに対する政策的示唆

　上記の通り，提案した指標を用いることによ
り，地域関係者の水害対策・対応の実施主体に関
する認識の構造をおおまかながら把握することが
出来る。以下では，その中から，「実施主体の空白
化」と「一方的な連携意識」が顕著な対策・対応
項目に焦点を当て，リスクコミュニケーションを
図る上での示唆を述べる。
　はじめに，今回の調査では，a．地域の実情に
あったハザードマップの作成や，b．地域の実情
にあった避難場所・経路の選定，に関して実施主
体の空白化の指標値が高かった。地域の実情に
あったハザードマップの作成や避難場所・経路の
選定は，行政だけでは対応することが難しい対策
である。地域の実情に関する情報は，ローカルな
知として，住民や自主防災組織メンバーのみが
もっている場合が多い。そのため，当該対策への
住民や自主防災組織メンバーの関与は必須であ
る。そのため，行政職員は住民に対し積極的に関
与するように働きかける必要がある。また，g．
自宅待機か避難所へ避難するかの判断，について
も実施主体の空白化指標が高い。これは，全ての
主体が，自宅に待機するか，避難所に避難するか
の判断を他の主体に委ねている傾向に他ならな
い。ただし，全ての行政職員が「自助により対応」
を含む選択肢を選択していることを鑑みれば，行
政は最終的な避難判断を住民側に委ねている。こ
の事実を住民は認識する必要があり，それは結果
として，住民の避難遅れを防ぐことにつながる。
　次に，「一方的な連携意識」に関して，課題が顕
著な対策・対応項目は，自主防災組織メンバーか
ら住民への一方的な連携意識，行政職員から住民
への一方的な連携意識，行政職員から自主防災組
織メンバーへの一方的な連携意識の三つに大別さ

３５６ 
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れる。自主防災組織メンバーから住民への一方的
な連携意識が顕著な対策・対応項目には，b．地域
の実情にあった避難場所・経路の選定，c．水害時
の緊急連絡網の作成，l．地域住民の避難状況の
把握が該当する。これらの項目は，自主防災組織
メンバーが，そのメンバーだけでは活動が困難で
あり，一般住民の協力が不可欠と考えている項目
である。行政は，これら対策・対応項目について
は，住民協力の必要性を広く訴えていく必要があ
る。次に，行政職員から住民への一方的な連携意
識が顕著な対策・対応項目には，d．避難教育や防
災教育の実施，e．飲料水や食料品等の蓄え，f．
近隣の河川の水位情報の把握が該当する。これら
の項目は，行政職員が一般住民の協力の必要性を
強く認識している対策・対応項目である。特に，
f．近隣の河川情報の把握については，その指標
値が相対的に高い。行政職員は，県が公開してい
る河川カメラ等の情報を活用するなど，能動的な
情報把握に努めることを住民に求めており，住民
はそのことを認識する必要がある。最後に，行政
職員から自主防災組織への一方的な連携意識につ
いては，j．土のう等浸水対策の手配・実施，k．
近隣の河川周辺の水害状況の把握・情報発信，l．
地域住民の避難状況の把握が該当する。これら
は，行政職員が自主防災組織との連携の必要性を
強く認識している対策・対応項目である。行政職
員は， どのような状況や想定のもとで，自主防
災組織との連携・協働が必要であるかを明らかに
し，実行可能な連携・協働の枠組みを模索してい
く必要がある。

６． おわりに
　本研究では，地域関係者の認識のずれの結果と
して生じる「実施主体の空白化」と「一方的な連
携意識」の課題に対し，それらの程度を評価する
指標を提案すると共に，熊本市の住民，自主防災
組織メンバー，行政職員に対してアンケート調査
を実施し，水害対策・対応においてこれらの課題
が顕著な対策・対応項目を明らかにした。回答選
択肢に応じた住民の自助・共助・公助意識の差異
や連携主体間の主従関係，役割分担の考慮など，

住民意識の精緻化については今後の課題である
が，「実施主体の空白化」及び「一方的な連携意
識」が顕著な対策・対応項目を明らかにしたこと
は，地域関係者間の適正なリスクコミュニケー
ションを促すための第一歩と言える。
　なお，導出した指標値については，対策・対応
項目間の相対的な比較，または逐次的な変化を観
察することによってはじめて有用となる点は留意
されたい。前者については本文内でその利用法を
示したが，後者については，地域の種々の取り組
みの継続した観察と記録が必要となる。本分析で
対象とした熊本市においても，これまで様々な防
災・減災に向けた取り組みが実施されてきた１６）が，
継続的な観察に基づく防災・減災力の評価がなさ
れてきたとは言いがたい。例えば，岡田がケース
ステーション（大学を地域のケーススタディを継
続的に担う研究教育拠点とみなす）＝フィールド
キャンパス（地域を一つの実践的教育・研究の場
とみなす）枠組み１７）を提案しているように，大学
は継続的に地域の防災・減災力を診断し，その向
上に資する取り組みを実践または支援しうる立場
にある。掲げた１５の対策・対応項目以外の項目も
適宜，追加しながら，地域の種々の取り組みが，
各主体の認識の構造に及ぼす影響を明らかにして
いくことは今後の大きな課題である。
　また，本稿を通じて提示した指標は，住民，自
主防災組織メンバー，行政職員の対策・対応実施
主体に関する認識の構造を評価したものであり，
実際の行動が反映されていない。既に多くの研究
蓄積があるが，意識と行動の間には大きな乖離が
存在する。例えば，ある対策について自助意識が
高い住民がいたとしても，実際の行動に結びつい
ていない研究報告１８-２０）は多い。これら実際の行動
を考慮した総合的な減災力の評価指標の構築につ
いては，今後の課題としたい。
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